
保育士等の人材確保対策の強化について
【担当省庁】内閣府、厚生労働省

奈良県における取組

２ 人材確保等における現状と課題
（１）保育士の状況

H29.1 H30.1 H31.1 R2.1

奈良県 ２．１１ ２．７２ ３．５５ ４．５３

全 国 ２．７６ ３．３８ ３．６４ ３．８６

１ 保育所等、放課後児童クラブの現状

・保育士の有効求人倍率は年々上昇
・R2年１月には、全国平均を上回る

①有効求人倍率

②勤続年数及び賃金

職種 勤続年数
きまって支給する
現金給与額

保育士 ８．５年 ２４６．８千円

全産業 １２．２年 ３３１．４千円

・全産業と比べて勤続年数は３．７年短く、
賃金は８万５千円程度低い

令和元年賃金構造基本統計調査

放課後児童クラブの設置箇所及び支援単位数の推移

（２）放課後児童支援員の状況
県内３６市町村中１５市町（約４割）で約８０人の「支援員が不足」 と回答（R1市町村調査より）

保育士修学資金貸付等事業について、当初予算措置していただき感謝します。

③待機児童発生の要因は保育士不足
（待機児童発生市町の意見）

・利用児童数が定員数に達してい
ないが、待機児童が発生

・施設整備等により定員数が増え、
利用児童数も増加

・「保育士等不足」のため、受け入
れができないことが要因
（待機児童発生市町の意見）

・登録児童数も増加
㉗12,440人 → R1 16,100人

・施設整備等により受け皿は拡大
支援単位 ㉗297 → R1 364

・一方、待機児童数は解消されて
いない

（３）新型コロナウイルス感染症への対応
令和２年度市町村調査（４～６月にかけて計４回実施 別添のとおり）における主な困りごと
・感染リスクが高い中での対応の長期化による職員の心身の疲弊・疲労
・放課後児童クラブ開設時間の拡大等による放課後児童支援員等の不足、保育士の不足

（２）放課後児童クラブの状況

（１）保育所等の状況



国にお願いすること

【県担当部局】文化・教育・くらし創造部 こども・女性局 奈良っ子はぐくみ課

○ 保育士等の給与は依然として他産業との賃金格差が大きいため、さらなる処遇改善をお願
いしたい。また、公定価格における「地域区分」の設定について、近隣府県と格差が生じない
よう、また、県内の市町村間の均衡にも配慮していただきたい。

（２）放課後児童支援員等の確保

３ 人材確保の取組
（１）保育士の確保

○ 保育士就職準備金貸付事業について、本県の保育士有効求人倍率が全国平均を上回り
（令和２年１月）、保育士の確保が一層厳しくなっていることから、引き続き、十分な財政措置
をお願いしたい。

【保育士確保のための取組への支援】

【放課後児童クラブの運営取組への支援】

○ 介護福祉士や看護師等が離職した際、福祉人材センターやナースセンターへの届出制度
が創設されている。保育士が離職した際の届出についても同様に、制度創設をご検討いた
だきたい。

【新型コロナウイルス感染症対策に尽力する保育所等職員への支援】

○ エッセンシャルワーカー等を支えるため、保育所や放課後児童クラブ等で業務を継続した
職員に対し、慰労金の給付をお願いしたい。

○ 登録児童数は急速に増加しており、人件費を含む運営費の増大が市町村にとって負担に
なっている。待機児童が発生している場合等は、施設整備費に係る国庫補助率が嵩上げ（公
立の場合：国１／３→２／３）されているが、放課後健全育成事業についても補助の嵩上げを
お願いしたい。

○ 本県過疎地域において待機児童は発生していないが、保育士の確保が課題となって
いる。こうした市町村が保育人材を確保できるよう、例えば、「保育士宿舎借上げ支
援事業」について、待機児童解消を目的とした「子育て安心プラン」への参加要件を
緩和するなど、制度の更なる充実をお願いしたい。

令和元年度処遇改善加算Ⅱ実施状況 (R2年3月時点) 対象施設140ヶ所中126ヶ所で実施（実施率90％）

保育人材バンクによる潜在保育士の掘り起こし H26 ～R1マッチング件数 ： 累計４４９名

修学資金・就職準備金貸付による県内就職の促進 R1修学資金・就職準備金貸付件数 ： ３８件

若手保育士の離職防止に向けた保育士等支援アドバ
イザーによる巡回指導

R1巡回施設数 ： ２６施設

放課後児童支援員認定資格研修実施 H27 ～R1資格取得者 ： 1,220名

キャリアアップ処遇改善加算実施状況 H30  対象となる 33市町村中、３市町で実施
R1 対象となる 33市町村中、４市町で実施


